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教職課程認定基準（平成 13 年 7 月 19 日 教員養成部会決定）の改正 新旧対照表 

 
改正案 現 行 

１～２ 省略 

 

３ 教育課程、教員組織（免許状の種類にかかわらず共通） 

（１）～（３）省略 

（４）施行規則第２２条第４項により、他の大学の授業科目として開設され

る領域及び保育内容の指導法に関する科目（保育内容の指導法（情報機

器及び教材の活用を含む。）に係る部分に限る。以下「保育内容の指導

法」という。）、教科及び教科の指導法に関する科目（各教科の指導法

（情報通信技術の活用を含む。）に係る部分に限る。以下「各教科の指

導法」という。）又は教育の基礎的理解に関する科目、道徳、総合的な

学習の時間等の指導法及び生徒指導、教育相談等に関する科目（養護教

諭及び栄養教諭の教職課程においては道徳、総合的な学習の時間等の

内容及び生徒指導、教育相談等に関する科目）若しくは教育実践に関す

る科目（以下「教育の基礎的理解に関する科目等」という。）及び特別

支援教育に関する科目を自ら開設する授業科目とみなすことができ

る。この場合において当該みなすことができる授業科目の単位数は、施

行規則第２条第１項、第３条第１項、第４条第１項、第５条第１項、第

７条第１項、第９条及び第１０条の表に規定する当該科目の単位数の

それぞれ３割を超えないものとする。 

（５）～（９）省略 

（10）専任教員は、３（９）の①から⑤に掲げる科目のいずれかを担当する

専任教員として取り扱い、それぞれの科目における必要専任教員数は、

この基準に定める。 
短期大学の専攻科における必要専任教員数は、短期大学の学科等の

専任教員とは別に、この基準に定める必要専任教員数の半数（うち１人

は教授）とする。 

１～２ 省略 

 

３ 教育課程、教員組織（免許状の種類にかかわらず共通） 

（１）～（３）省略 

（４）施行規則第２２条第４項により、他の大学の授業科目として開設され

る領域及び保育内容の指導法に関する科目（保育内容の指導法（情報機

器及び教材の活用を含む。）に係る部分に限る。以下「保育内容の指導

法」という。）、教科及び教科の指導法に関する科目（各教科の指導法

（情報機器及び教材の活用を含む。）に係る部分に限る。以下「各教科

の指導法」という。）又は教育の基礎的理解に関する科目、道徳、総合

的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教育相談等に関する科目（養

護教諭及び栄養教諭の教職課程においては道徳、総合的な学習の時間

等の内容及び生徒指導、教育相談等に関する科目）若しくは教育実践に

関する科目（以下「教育の基礎的理解に関する科目等」という。）及び

特別支援教育に関する科目を自ら開設する授業科目とみなすことがで

きる。この場合において当該みなすことができる授業科目の単位数は、

施行規則第２条第１項、第３条第１項、第４条第１項、第５条第１項、

第７条第１項、第９条及び第１０条の表に規定する当該科目の単位数

のそれぞれ３割を超えないものとする。 

（５）～（９）省略 

（10）専任教員は、３（６）の①から⑤に掲げる科目のいずれかを担当する

専任教員として取り扱い、それぞれの科目における必要専任教員数は、

この基準に定める。 
短期大学の専攻科における必要専任教員数は、短期大学の学科等の

専任教員とは別に、この基準に定める必要専任教員数の半数（うち１人

は教授）とする。 

別添２ 
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４ 教育課程、教員組織（一種免許状・二種免許状の課程認定を受ける場合） 

 

４－３ 中学校教諭の教職課程の場合 

（５）中学校教諭の教職課程に配置する必要専任教員数は、以下のとおり

とする。 

ⅱ）「各教科の指導法」及び「教育の基礎的理解に関する科目等」 

・「各教科の指導法」、教育の基礎的理解に関する科目（幼児、児童及び生

徒の心身の発達及び学習の過程及び特別の支援を必要とする幼児、児

童及び生徒に対する理解に係る部分に限る。）及び道徳、総合的な学習

の時間等の指導法及び生徒指導、教育相談等に関する科目（道徳の理論

及び指導法、総合的な学習の時間の指導法、特別活動の指導法、教育の

方法及び技術、情報通信技術を活用した教育の理論及び方法に係る部

分に限る。）において１人以上 

 

４－８ 授業科目を共通に開設できる場合の特例 

（２）「各教科の指導法」及び「教育の基礎的理解に関する科目等」 
ⅰ）以下に掲げる科目については、幼稚園教諭、小学校教諭、中学校教諭、

高等学校教諭、養護教諭及び栄養教諭の教職課程に共通に開設すること

ができる。 
① 教育の基礎的理解に関する科目 
② 道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教育相談等に関

する科目（養護教諭及び栄養教諭の教職課程においては道徳、総合的な

学習の時間等の内容及び生徒指導、教育相談等に関する科目）の教育の

方法及び技術（情報機器及び教材の活用を含む。）（小学校教諭、中学校

教諭、高等学校教諭の教職課程においては教育の方法及び技術、情報通

信技術を活用した教育の理論及び方法に係る部分）又は教育相談（カウ

ンセリングに関する基礎的な知識を含む。）の理論及び方法に係る部分 
 

４ 教育課程、教員組織（一種免許状・二種免許状の課程認定を受ける場合） 

 

４－３ 中学校教諭の教職課程の場合 

（５）中学校教諭の教職課程に配置する必要専任教員数は、以下のとおり

とする。 

ⅱ）「各教科の指導法」及び「教育の基礎的理解に関する科目等」 

・「各教科の指導法」、教育の基礎的理解に関する科目（幼児、児童及び生

徒の心身の発達及び学習の過程及び特別の支援を必要とする幼児、児

童及び生徒に対する理解に係る部分に限る。）及び道徳、総合的な学習

の時間等の指導法及び生徒指導、教育相談等に関する科目（道徳の理論

及び指導法、総合的な学習の時間の指導法、特別活動の指導法、教育の

方法及び技術（情報機器及び教材の活用を含む。）に係る部分に限る。）

において１人以上 

 

４－８ 授業科目を共通に開設できる場合の特例 

（２）「各教科の指導法」及び「教育の基礎的理解に関する科目等」 

ⅰ）以下に掲げる科目については、幼稚園教諭、小学校教諭、中学校教諭、

高等学校教諭、養護教諭及び栄養教諭の教職課程に共通に開設すること

ができる。 

① 教育の基礎的理解に関する科目 

② 道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教育相談等に関

する科目（養護教諭及び栄養教諭の教職課程においては道徳、総合的な

学習の時間等の内容及び生徒指導、教育相談等に関する科目）の教育の

方法及び技術（情報機器及び教材の活用を含む。）又は教育相談（カウ

ンセリングに関する基礎的な知識を含む。）の理論及び方法に係る部分 

 

 


